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「障害」と「障がい」の表記について

「障害」と「障がい」の表記に関して、本市においては、多くの方や団体から「漢字か

ひらがなかということに大きな意味は無く、障がいのある人への偏見や差別をなくすため

の本質的なことが重要」とのご意見を伺っています。

本市では、このような状況を踏まえ、「障害」と「障がい」の表記については、これまで

に次のような整理を行い、「第３期室蘭市障がい者支援計画」の策定においても、これを踏

まえたものとしています。

①法令、条例等の場合には、そのまま漢字表記を使用します。

（例）障害者基本法、障害者雇用促進法、障害者総合支援法、

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 など

②施設や制度、組織などの固有名称は、そのまま漢字表記を使用します。

（例）障害者福祉総合センター、障害者手帳、障害福祉サービス、

重度心身障害者医療費助成制度、各障害者団体 ほか

③障害そのものを表す場合には、漢字表記を使用します。

（例）身体障害、知的障害、精神障害、障害 ほか

④対象者や個人などを表す場合には、ひらがな表記を使用します。

（例）身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、障がい者、

身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がいのある人、

障がいのある人 ほか
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障害者総合支援法に基づく「障害福祉計画」は、本市では「第３期室蘭市障がい者支援計画（令

和３年度～令和８年度）」の実施計画として位置づけ「第６期障害福祉計画（令和３年度～令和

５年度）」として推進してきましたが、令和５年度で計画期間が終了することから、「第７期障

害福祉計画（令和６年度～令和８年度）」を策定します。

なお、本計画は、障害児通所支援等の障がい児に関する計画も含めて策定することから、児童

福祉法に基づく「第３期障害児福祉計画（令和６年度～令和８年度）」としても位置付け、両計

画をあわせ「第３期室蘭市障がい者支援計画」の実施計画（第７期障害福祉計画及び第３期障害

児福祉計画、以下これらを「第７期等」という。）として推進していきます。

「第７期等」における数値目標や障害福祉サービス等の見込量の達成状況については、定期的

に調査、分析、評価を行い、その結果に基づいて、計画の達成に必要な施策を講じるよう努める

ものとします。

「第７期等」の計画期間は、国の基本指針に即して、令和６年度から令和８年度までの３年間

とします。

ただし、法制度や基本方針などの変更、または、計画の定期的な評価等の結果、必要があると

判断される場合は、計画期間中であっても、必要な見直しを行うものとします。

「第７期等」における数値目標や障害福祉サービス等の見込量の確保のため、各障害者団体、障

害福祉サービス提供事業者、保健・医療・教育・雇用機関等から構成される地域自立支援協議会や、

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターとの連携強化に努めます。

実施計画の法的位置付け等（第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画）

１ 計画の法的位置付け

２ 計画の達成状況の点検及び評価

３ 計画の期間及び見直し時期等

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

第３期

室蘭市障がい者

支援計画

基本計画（障害者基本法に基づく障害者計画）

実施計画（障害者総合支援法に基づく障害福祉計画）

＜第６期計画＞ ＜第７期計画＞

実施計画（児童福祉法に基づく障害児福祉計画）

＜第２期計画＞ ＜第３期計画＞

４ 関係機関との連携
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用語の説明

第２節 令和８年度の数値目標等の設定について

福祉施設入所者の地域生活への移行

入 所 施 設
施設に入所する人に、入浴・排せつ・食事などの介護支援を行う施設です。

（重度の障がいがある人が利用します。）

地 域 生 活

へ の 移 行

障害者支援施設などに入所している人が、グループホーム、一般住宅などを利用

して暮らしたいと望む地域で生活をすることです。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

地 域 包 括

ケアシステム

障がい者や高齢者、子どもを含む地域のすべての住民のかかわりによって、住み

慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住ま

い・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制のことです。

地域生活支援の充実

地 域 生 活

支 援 拠 点 等

入所施設や精神科病院からの地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支

援などの課題に対応したサービス提供体制を整備して行われる「相談」「一人暮ら

しやグループホーム等の体験利用の機会・場」「ショートステイによる緊急時受け

入れ体制」「専門的人材の確保・養成」「地域の体制づくり」などの地域生活支援

の機能をさらに強化するために、市町村内または圏域内にそれらの機能を集約し、

グループホームなどに付加した拠点のこと。

または、前述の機能を地域における複数の機関が分担して担う体制のことです。

強度行動障害

自傷、他害、こだわり、もの壊し、睡眠の乱れ、異食、多動など本人や周囲の人の暮らし

に影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必要にな

っている状態のことです。

福祉施設から一般就労への移行等

福 祉 施 設
主に日中活動を行う施設（生活介護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労

継続支援（Ａ型、Ｂ型）など）のことです。

一 般 就 労 一般の事業所（企業や官公庁など）で働くことです。

障害児支援の提供体制の整備等

保 育 所 等

訪 問 支 援

障がい児が障がい児以外の児童との集団生活に適応することができるよう児童指

導員や保育士が保育所などを訪問し、障がい児や保育所などのスタッフに対し、

集団生活に適応するための専門的な支援を行うサービスです。

重症心身障がい児 重度の肢体不自由と重度の知的障害が重複している状態のことです。

児童発達支援

就学前の障がい児に対して日常生活における基本的動作や知識技能の習得、集団

生活への適応など、身体や精神の状況などに応じ、適切で効果的な指導や訓練を

提供するサービスです。

放 課 後 等

デイサービス

学校通学中の障がい児が、放課後や夏休みなどの長期休暇中において、生活能力

向上のための訓練などを継続的に受け、学校教育と併せた自立を促進するとと

もに、放課後などの居場所づくりを提供するサービスです。

相談支援体制の充実・強化等

基 幹 相 談

支援センター
地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務を行う機関です。

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

障害者総合支援

給付審査支払等

シ ス テ ム

給付費の支払及び審査をより効果的・効率的に実施できるよう、国民健康保険団

体連合会に障害福祉サービス等の給付費の支払及び審査について委託し、ネット

ワーク回線を利用して一連の手続きを行うシステムです。
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現在、施設に入所している人で、地域での生活を希望する人や受け入れ体制を整備することに

より、地域での生活が可能となる人等、令和８年度末の施設入所者の「地域移行者数」と「減少

数」の目標値を設定します。

本市の令和４年度末時点の福祉施設入所者数は１５５人となっており、令和６年度から令和８

年度までの数値目標については、令和４年度末時点の入所者数１５５人から１０人が地域生活へ

の移行をすることを目指し、福祉施設入所者数の減少見込みは１２人とします。

（１）目標値

（注）福祉施設利用者の減少見込数は、地域生活移行者に新規入所や地域生活移行以外の退所等の増減を

加味した数値です。

（２）目標の推進

地域移行先となるグループホームや、居宅生活を支援する訪問系サービスや日中活動系サービ

スの充実の支援、地域の障がい者理解の促進に努めます。

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行

福祉施設入所者の地域生活への移行

令和４年度末時点の福祉施設入所者数（Ａ） １５５人

令和８年度末時点の福祉施設入所者数（Ｂ） １４３人

地域生活移行者数 １０人（６.５％）

福祉施設入所者の減少見込み（Ａ－Ｂ) １２人（７.７％）

＜国の基本指針＞

¡ 令和８年度末時点で、令和４年度末の施設入所者の６％以上が地域生活へ移行。

¡ 令和８年度末時点で、令和４年度末時点の施設入所者数を５％以上削減。
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精神障がいのある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしを送ることができるよう

に、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進し、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供される体制の構築の推進を目指します。

（１）目標

（２）目標の推進

本市においては、令和元年度より精神障害に関する専門的知見を有する『室蘭市相談支援セン

ターらん』を基幹相談支援センターとして設置し、地域自立支援協議会においても、精神障がい

者の地域移行等の各種課題に対応すべく、精神障害に関連する専門部会である精神部会を立ち上

げ、保健、医療及び福祉関係者との事例検討や意見交換を通して、重層的な支援体制の構築を推

進し、精神病床からの地域移行につなげています。

第６期等計画から引き続き、協議の場となる精神部会は年２回以上の開催を目指し、積極的に

活用していきます。関係者の参加については、保健、医療、福祉、介護だけでなく、当事者及び

家族等の出席を可能として、関係者ごとに 1名以上の出席を基本とします。

また、協議の場における目標設定及び評価については、年度ごとにそれぞれ１回実施すること

を目標とします。

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築の推進

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の積極的な活用

＜国の基本指針＞

¡ 精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数については、平成３０年度

に上位１０％の都道府県が達成している値、３２５.３日以上とする。

¡ 令和８年度の全国の精神病床における１年以上長期入院患者数（６５歳以上、６５歳未満）の

目標値については、令和２年度と比べて約３.３万人の減少を目指す。

¡ 精神病床における退院率については、平成３０年度に上位１０％の都道府県が達成している値、

３ヶ月時点６８.９％以上、６ヶ月時点８４.５％、１年時点９１.０％以上とする。
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障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」への必要な支援や、福祉施設・精神科病院等

から地域生活への移行等を見据え、障がい者や家族が地域で安心して生活するための切れ目のな

い支援を行うために、地域生活支援拠点等が有する、相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機

会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり等の機能についてさらに充実を図っていき

ます。

強度行動障害は、本人や周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こり、

特別に配慮された支援が必要になっている状態であることから、障害福祉サービス事業所では受

入が困難な場合や、同居する家族にとって介護負担がかかっていることが想定されることから、

その状況や支援ニーズの把握を行い、支援体制の整備を図る必要があります。

（１）目標値

（２）目標の推進

本市では、２か所ある基幹相談支援センターを中心に令和元年度より地域生活支援拠点等の整

備を行っています。

この体制維持を図るとともに、「親亡き後」を見据えたグループホーム整備等のハード施策の

継続した実施に努めていくほか、専門的な人材の育成・確保や、相談支援事業所等との連携によ

って地域移行・定着支援体制の強化を図る等のソフト施策についても、今後の支援に対するニー

ズを捉えながら展開し、拠点機能の確保を行っていきます。

拠点機能の充実のため、地域自立支援協議会の専門部会である「生活部会」を活用した拠点機

能の運用状況を検証及び検討について、第６期等計画から引き続き年１回以上実施します。

また、近隣市町の社会資源把握やコーディネート機能も重要であることから、西胆振圏域内の

地域生活支援拠点等と連携も引き続き、強化していきます。

強度行動障がいのある人の支援体制の整備については、精神障害に関連する専門部会である精

神部会や、相談支援体制強化の専門部会である相談部会を中心に、既存の機能を活用しながら、

支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進めていきます。

３ 地域生活支援の充実

地域生活支援の充実

地域生活支援拠点等の確保及びその機能の充実のため年１回以上運用状況を検証及び検討

強度行動障がいのある人の支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進める

＜国の基本指針＞

¡ 令和８年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、

その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討する。

¡ 令和８年度末までに、強度行動障害を有する者に関して、各市町村または圏域において、支援

ニーズを把握し、支援体制の整備を進める。
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障がいのある人が利用する福祉施設から一般就労への移行を推進するための目標値を設定する

とともに、職場への就労定着を進めていきます。

本市における令和３年度中の福祉施設から一般就労への移行者数は１０人となっていることか

ら、令和８年度中の目標値は１.２８倍（１３人）とします。就労サービスごとの目標値は、就労

移行支援事業における一般就労への移行者は令和３年度実績４人の１.３１倍（６人）、就労継続

支援Ａ型事業における一般就労への移行者は令和３年度実績１人の１.２９倍（２人）、就労継続

支援Ｂ型事業における一般就労への移行者は令和３年度実績５人の１.２８倍（７人）とします。

また、就労移行支援事業の利用終了者に占める一般就労への移行者の割合が５割以上の事業所

を５割以上、就労定着支援事業における令和３年度末利用実績３人の１.４１倍（５人）とすると

ともに、就労定着率が７割以上となる事業所の割合を２割５分以上となるようにします。

（１）目標値

（注）ここで言う福祉施設とは、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 を提供する施設です。

（２）目標の推進

就労支援事業所や相談支援事業所との連携により、利用者の意向を踏まえた就労相談等の支援

を行うとともに、地元企業等に対する障害への理解や雇用に関する制度周知等を通じて障がい者

の雇用の促進を図っていきます。

４ 福祉施設から一般就労への移行等

福祉施設から一般就労への移行

令和８年度の一般就労移行者数 １３人

令和８年度の就労移行支援事業における一般就労移行者数 ６人

令和８年度の就労継続支援Ａ型における一般就労移行者数 ２人

令和８年度の就労継続支援Ｂ型における一般就労移行者数 ７人

就労移行支援事業所のうち利用終了者に占める

一般就労への移行者が５割以上の事業所
１か所

令和８年度の就労定着支援事業利用者 ５人

就労定着支援事業所のうち就労定着率が７割以上の事業所 １か所

＜国の基本指針＞

¡ 令和８年度中に福祉施設から一般就労に移行する者の目標値について、令和３年度移行実績の１.

２８倍以上を基本とする（就労移行支援事業は令和３年度実績の１.３１倍以上、就労継続支援Ａ

型事業は令和３年度実績の１.２９倍以上、就労継続支援Ｂ型事業は令和３年度実績の１.２８倍

以上）。

¡ 就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合

が５割以上の事業所を５割以上とする。

¡ 就労定着支援事業の利用者数を、令和３年度末実績の１.４１倍以上とする。

¡ 就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上となる事業所の割合を２割５分以上とする。
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障がい児及びその家族に対する支援については、障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近

な場所で提供できるように、地域における支援体制の整備が必要となります。

（１）目標

（２）目標の推進

本市では、国の基本指針で目標としている「児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１

か所設置」、「保育所等訪問支援を利用できる体制を全市町村で構築」、「主に重症心身障がい

児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保」、「保健、医療、障

害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場の設置」「医療的ケア児等コー

ディネーターの配置」を既に達成しています。

今後も、市内事業者や圏域内の他市町等と連携し、限られた社会資源の中で支援体制を維持す

るとともに、地域療育ネットワーク会議や地域自立支援協議会の専門部会である子ども部会等の

既存の機能を活用しながら、支援体制の構築を推進します。

５ 障害児支援の提供体制の整備等

障害児支援の提供体制の整備等

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築

保育所等訪問支援等を活用した障がい児の地域社会への参加・包容(インクルージョン)の推進

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の継続確保

医療的ケア児等コーディネーターを中核とした医療的ケア児支援のための協議の推進

＜国の基本指針＞

¡ 児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令和８年度末ま

でに、児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少なくとも１か所以上設置する。

¡ 障がい児の地域社会への参加・包容(インクルージョン)を推進するため、各市町村又は各圏域に

設置された児童発達支援センターや地域の障がい児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活

用しながら、令和８年度末までに、全ての市町村において、障がい児の地域社会への参加・包容(イ

ンクルージョン)を推進する体制を構築する。

¡ 令和８年度末までに各都道府県、また必要に応じて政令市において、難聴児支援のための中核的

機能を果たす体制の確保や新生児聴覚検査から療育につなげる連携体制の構築を推進する。

¡ 令和８年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所を各市町村又は圏域に少なくとも１か所以上確保する。

¡ 令和８年度末までに、各都道府県は医療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児等の支援

を総合調整するコーディネーターを配置する。

¡ 令和８年度末までに、各都道府県、各圏域又は各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、各市町村において医療的ケ

ア児等に関するコーディネーターを配置する。
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障がい者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福祉サービスの

提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用を支え、また、各種ニーズに対応する

相談支援体制の構築が不可欠です。

本市では、地域の相談支援体制強化のため、個別事例における専門的な指導や助言やサービス

等利用計画の作成を含めた相談支援を行う人材の育成支援を行っていきます。

（１）目標

（２）目標の推進

地域自立支援協議会の専門部会である相談部会での事例検討を通じた地域の相談支援事業者へ

の年２回の指導・助言及び基幹相談支援センターが実施する年１回の人材育成に係る研修につい

て、第６期等計画から引き続き行うことを目標とし、相談支援体制の強化を図ります。

また、現在、地域自立支援協議会の各専門部会で実施している個別事例の検討を通じて、地域

の課題を捉え、より良い支援体制の整備に努めます。

６ 相談支援体制の充実・強化等

相談支援体制の充実・強化等

地域の相談支援体制の強化

協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等の実施

＜国の基本指針＞

¡ 令和８年度末までに各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係

機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談センターを設置するとともに、

基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保する。

¡ 協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取組を行うとともに、こ

れらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保する。
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障害福祉サービスが多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、障害者総合支援法

の基本理念を念頭にその目的を果たすためには、利用者が真に必要とする障害福祉サービス等の

提供を行うことが重要です。

本市は、障害者総合支援法の具体的内容を正しく理解するための取組を行い、適切なサービス

提供が行われているのか検証を行っていきます。

また、障害者総合支援給付審査支払等システムを活用し、請求の過誤の減少に努め、審査結果

を活用して障害福祉サービスの質の向上に取り組んでいきます。

（１）目標

（２）目標の推進

第６期等計画から引き続き、北海道が実施する障害福祉サービス等に係る研修等に職員を参加

させ、スキルアップを図ります。

また、障害者総合支援給付審査支払等システムによる審査結果を分析してその結果を活用し、

事業所や関係自治体等と共有し、障害福祉サービス等の質の向上に努めます。

７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組にかかる体制の構築

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組

障害福祉サービス等に係る各種研修の活用

障害者総合支援給付審査支払等システム審査結果の共有

＜国の基本指針＞

○ 令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項を実施する体

制を構築することを基本とする。
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○ 障害福祉サービスについて

第３節 障害福祉サービス等の実施について

用語の説明

日中活動系サービス（施設などを利用し、主に昼間に提供されるサービス）

療 養 介 護
医療を必要とし常時介護が必要な人に、病院等で行われる機能訓練、療養上の

管理、看護、介護及び日常生活の支援を行います。

生 活 介 護
常に介護が必要な人に、昼間において、入浴、排せつ、食事の介護等を行うと

ともに、創作的活動や生産活動の機会を提供します。

自立訓練（機能訓練）
身体障がいのある人に、理学療法、作業療法などのリハビリテーションや生活

に関する相談、助言などを行います。

自立訓練（生活訓練）
知的障がいや精神障がいのある人に、入浴や排せつ、食事などに関する生活全

般にわたる訓練や生活に関する相談、助言などを行います。

就 労 移 行 支 援
一般企業などへの就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力

の向上のために必要な訓練などを行います。

就労継続支援（Ａ型）
一般企業で雇用されることが困難な人に、雇用契約を結び、働く場の提供や知

識や能力向上のための訓練を行います。

就労継続支援（Ｂ型）
一般企業で雇用されることが困難で、雇用契約を結ぶことも困難な人に、働く

場の提供や知識や能力向上のための訓練を行います。

就 労 定 着 支 援
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がいのある人に、就労に伴

う生活面の課題について、必要な連絡調整や指導・助言等の支援を行います。

就 労 選 択 支 援
障がいのある人が、就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメ

ントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択の支援を行います。

短 期 入 所

＜ショートステイ＞

居宅において介護する人が病気の場合などに、施設で短期間、入浴や排せつ、

食事の介護などを行います。

居住系サービス（施設などにおいて、主に夜間や休日に提供されるサービス）

共 同 生 活 援 助

＜グループホーム＞

地域で共同生活を行う住居において、利用者の相談支援やニーズに応じた入

浴・食事など、日常生活上の援助・介護を行います。

自立訓練（宿泊型）
利用者が自立した日常生活を営むことができるよう、一定期間、生活能力の向

上のために必要な支援、訓練などを行います。

施 設 入 所 支 援
施設に入所する人に、入浴・排せつ・食事などの介護支援を行います。

（障がい程度が重い人が利用します。）

自 立 生 活 援 助
施設入所支援や共同生活援助の利用していた人が、一般住宅へ移行した場合等に、定期

的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相談・助言等を行います。

訪問系サービス（主に自宅において提供されるサービス）

居 宅 介 護 居宅において入浴や排せつ、食事の介護などを行います。

重 度 訪 問 介 護
重度肢体不自由者などの常時介護が必要な人に、居宅における入浴や排せつ、

食事の介護、外出時における移動中の介護などを総合的に行います。

行 動 援 護
知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する常時介護が必要な人

に、外出時における移動中の介護などを行います。

重 度 障 害 者 等

包 括 支 援

常時介護を必要とし、その介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護等のサー

ビスを包括的に行います。

同 行 援 護
視覚障害により、移動が著しく困難な人に、外出時に同行し、必要な情報を提

供するなど、移動の援護を行います。
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相談支援（障害福祉サービス等利用計画作成、地域生活への移行や定着を支援するサービス）

計 画 相 談 支 援

利用者と面接などによるアセスメントを行い、利用者の状況に合わせたサービ

ス等利用計画案を作成して、介護給付費等を支給決定します。

また、支給決定時のサービス利用計画や支給決定後のモニタリング等を併せて

行います。

地 域 移 行 支 援

障害者支援施設や精神科病院に入所・入院などされている人に対し、住居の確

保、地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための外出への同行支援、

地域における生活に移行するための活動に関する相談等の支援を行います。

地 域 定 着 支 援
居宅で一人暮らしをしている障がいのある人に対して、夜間も含む緊急時にお

ける連絡、相談等の支援を行います。

○ 障害児通所支援等について

障害児通所支援（障がい児を対象に主に昼間に提供されるサービス）

児 童 発 達 支 援
障がい児の日常生活における基本的動作や知識技能の習得、集団生活への適応

など、身体や精神の状況などに応じ、適切で効果的な指導や訓練を提供します。

放 課 後 等 デ イ

サ ー ビ ス

学校通学中の障がい児が、放課後や夏休みなどの長期休暇中において、生活能

力向上のための訓練などを継続的に受け、学校教育と併せた自立を促進すると

ともに、放課後などの居場所づくりを提供します。

保育所等訪問支援
児童指導員や保育士が保育所などを訪問し、障がい児や保育所などのスタッフ

に対し、集団生活に適応するための専門的な支援を行います。

居 宅 訪 問 型

児 童 発 達 支 援

児童発達支援等を利用するために外出することが困難な重度の障がい児等の居

宅を訪問し、日常生活における基本的動作の指導等を提供します。

障害児相談支援等（障害児支援利用計画の作成など）

障 害 児 相 談 支 援
障害児通所支援を利用する際に、障害児支援利用計画を作成し、通所支援開始

後、一定期間ごとにモニタリングを行うなどの支援を行います。

医療的ケア児支援

コーディネーター

医療的ケアが必要な児童（医療的ケア児）が必要な支援を円滑にうけることが

できるよう、保健、医療、福祉等の関連分野間の調整を行う人材のことです。
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○ 地域生活支援事業について

地域生活支援事業（地域の特性や利用者の状況に応じて自治体の創意工夫により実施する事業）

理 解 促 進 研 修

・ 啓 発 事 業

障がいのある人が地域で社会生活を送るうえで生じる「社会的障壁」を除去す

るため、地域住民への障がい者の理解を深めるための研修・啓発等を通じ、共

生社会の実現を図ります。

自発的活動支援事業

障がいのある人が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障が

いのある人やその家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支

援することにより、共生社会の実現を図ります。

相 談 支 援 事 業

【障害者相談支援事業】

障がいのある人からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、福祉サービス利

用などの支援を行うとともに、虐待の防止と早期発見のための関係機関との連

絡調整や障がいのある人の権利擁護のために必要な支援などを行います。

【基幹相談支援センター】

地域における相談支援体制の強化のため、各関係機関との連携調整などの中核

的存在としての役割を担います。

【相談支援機能強化事業】

相談支援に特に必要な能力を有する専門的職員を配置して、相談支援機能の強

化を図ります。

成 年 後 見 制 度

利 用 支 援 事 業

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障がい又は精神障がいのある人

に、申し立てに要する経費や後見人の報酬を助成します。

成 年 後 見 制 度

法人後見支援事業

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人の体制を

整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援すること

で、障がいのある人の権利擁護を図ることを目的とします。

意思疎通支援事業

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図ることに

支障がある場合に、障がいのある人との意思疎通を支援する手話通訳者・要約

筆記者等の派遣の実施及び手話通訳者設置事業を行います。

日 常 生 活 用 具

給 付 等 事 業

障がいのある人に対し、自立生活支援用具等を給付又は貸与することなどによ

り、日常生活の便宜を図り、福祉の増進を図ります。

手 話 奉 仕 員

養 成 研 修 事 業

手話で日常会話を行うのに必要な技術の習得者を養成し、障がいにより意思疎

通を図ることに支障がある人の自立した日常生活や社会生活を支援します。

移 動 支 援 事 業
屋外での移動が困難な障がいのある人に対し、外出の支援を行うことにより、

地域における自立生活及び社会参加の促進を図ります。

地 域 活 動 支 援

セ ン タ ー 事 業

地域の実情に応じて、障がいのある人が通所により、創作的活動や生産活動の

機会の提供を受け、社会参加の促進などを図る事業です。

日 常 生 活 支 援

【訪問入浴サービス事業】

地域での身体障がいのある人の生活を支援するため、訪問により入浴サービス

を提供し、身体の清潔の保持や心身機能の維持など、福祉の増進を図ります。

【生活訓練等事業】

障がいのある人に日常生活上必要となるさまざまな訓練や指導を行います。

【日中一時支援事業】

障がいのある人の日中活動の場の提供、見守り等の支援を行います。

社 会 参 加 支 援

【点字・声の広報等発行事業】

文字による情報入手が困難な障がいのある人に、点訳や音訳などの方法によ

り、広報紙や視覚障害にかかわる情報の提供、地域生活を行う上で必要度の高

い情報などを定期的に提供します。

【奉仕員養成事業】

点訳や要約などに必要な技術等を習得した奉仕員の養成研修を行います。
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＜各サービスの見込量＞

＜見込量確保のための方策＞

就労継続支援（Ｂ型）については、利用者の増傾向が続いており、第７期計画の期間中に新た

なサービス提供事業者の参入や定員が拡充が見込まれます。

今後も事業者との連携を密にしながら、利用者への情報提供に努めます。

就労移行支援や就労継続支援、就労定着支援等の障がいのある人に一般就労へ向けた訓練の機

会や必要な相談援助等を提供するサービスについては、「第２節 令和８年度の数値目標等の設

定について」の「４ 福祉施設から一般就労への移行等」を踏まえて見込量を設定しています。

就労選択支援は、第７期等計画の期間中に創設される新たなサービスですが、現段階では室蘭

市内でサービス提供を予定している事業者がいないことから、利用見込は無しとしていますが、

事業者と連携した提供体制の確保に努めます。

短期入所（ショートステイ）は、「第２節 令和８年度の数値目標等の設定について」の「３

地域生活支援拠点等が有する機能の充実」でもあるように、保護者等の医療機関への入院等の高

齢化を要因とした利用ニーズや、医療的ケアを必要とする人への対応のため、圏域内での事業所

情報の共有や受け入れ体制の強化に努めます。

１ 日中活動系サービス

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

療 養 介 護 人／月 １８ １８ １８

生 活 介 護

人／月

（人日／月）

２８０

(５,７６８)

２８０

(５,７６８)

２８０

(５,７６８)

自立 訓練（機能 訓練）
０

( ０)

０

( ０)

０

( ０)

自立 訓練（生活 訓練）
６

( ７８)

６

( ７８)

６

( ７８)

就 労 移 行 支 援
４

( ７０)

４

( ７０)

４

( ７０)

就労 継続支援（ Ａ型）
１６

( ３０４)

１６

( ３０４)

１６

( ３０４)

就労 継続支援（ Ｂ型）
３４８

(６,２４６)

３５１

(６,３１８)

３５４

(６,３７２)

就 労 定 着 支 援 人／月 ４ ４ ５

就 労 選 択 支 援 人／月 ０ ０ ０

短 期 入 所

＜ シ ョ ー ト ス テ イ ＞

人／月

（人日／月）

１２

( ４２)

１２

( ４２)

１２

( ４２)
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＜各サービスの見込量＞

＜見込量確保のための方策＞

共同生活援助（グループホーム）及びグループホーム市内整備見込量は「第２節 令和８年度の

数値目標等の設定について」の「１ 福祉施設入所者の地域生活への移行」、「２ 精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムの構築」、「３ 地域生活支援の充実」及びアンケート調査の結果

を踏まえて見込量を設定しています。

また、第６期等計画期間中に、新たなサービス提供事業者の参入や定員の拡充により、主に軽度

から中等度の障がいのある人の受け入れ体制は強化されつつありますが、設備整備や人員配置上の

課題から、重度の障がいのある人が入居可能な共同生活援助（グループホーム）は不足している状

態です。今後も、事業者と連携した重度の障がいのある人の受け入れ体制の強化や生活環境の向上

のための基盤整備を推進します。

施設入所支援は、「第２節 令和８年度の数値目標等の設定について」の「１ 福祉施設入所者

の地域生活への移行」を踏まえて見込量を設定しています。

自立生活援助は、室蘭市内でサービス提供を予定している事業者がいないことから、利用見込は

無しとしていますが、地域での一人暮らしを望む障がいのある人にとって有益なサービスであるた

め、事業者と連携した提供体制の確保に努めます。

２ 居住系サービス

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

共 同 生 活 援 助

＜ グ ル ー プ ホ ー ム ＞
人／月 ２３８ ２４３ ２４７

グ ル ー プ ホ ー ム

市 内 整 備 見 込 量
定員数（人） １４８ １５６ １６１

自 立 訓 練 （ 宿 泊 型 ）

人／月

６ ６ ６

施 設 入 所 支 援 １４９ １４６ １４３

自 立 生 活 援 助 ０ ０ ０
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＜各サービスの見込量＞

＜見込量確保のための方策＞

訪問系サービスは、核家族化や保護者の高齢化が進む中で、障がいのある人の在宅での生活を支

える上で重要な役割を果たすことから、積極的な情報提供と必要なサービス量の確保に努めるとと

もに、給付の適正化についても推進していきます。

＜各サービスの見込量＞

＜見込量確保のための方策＞

計画相談支援は、すべての対象者について、サービスの利用計画やモニタリングを実施できるよ

うに見込量を設定しています。

地域移行支援及び地域定着支援は、精神科病院の長期入院者の退院促進への支援として有効な

サービスであるため、医療機関や提供事業者と連携して、その活用を促進します。

３ 訪問系サービス

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

居 宅 介 護

人／月

（時間／月)

１２６

(２,０３９)

１２４

(２,０１５)

１２２

(１,９９１)

重 度 訪 問 介 護

行 動 援 護

重 度 障 害 者 等 包 括 支 援

同 行 援 護

４ 相談支援

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

計 画 相 談 支 援

実人

９０６ ９１０ ９１３

地 域 移 行 支 援 ４ ４ ４

地 域 定 着 支 援 ２２ ２４ ２６
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＜各サービスの見込量＞

＜見込量確保のための方策＞

「第２節 令和８年度の数値目標等の設定について」の「５ 障がい児支援の提供体制の整備等」

のとおり、障がい児の障害種別や年齢別等のニーズに応じて身近な場所で提供できるように、地域

における支援体制の整備を推進するため、事業所の新規進出等による受入体制の拡充や、医療的ケ

アを必要とする障がい児の数等を含めて総合的に勘案して推計しています。

＜各サービスの見込量＞

＜見込量確保のための方策＞

障害児相談支援は、すべての対象者について、サービスの利用計画やモニタリングを実施できる

ように見込量を設定しています。

医療的ケア児支援コーディネーターの配置については、検討を推進するとともに、本市が有する

市内事業所の情報連携、サービス利用等の相談やコーディネート機能を活用することで調整を図っ

ていきます。

５ 障害児通所支援

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

児 童 発 達 支 援

人／月

（人日／月）

１０５

(６２２)

１０５

(６２２)

１０５

(６２２)

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス
９３

（１,１７８)

９５

(１,２０３)

９７

(１,２２９)

保 育 所 等 訪 問 支 援
２２

(２７)

２２

(２７)

２２

(２７)

居 宅 訪 問 型 児 童 発 達 支 援
０

(０)

０

(０)

０

(０)

６ 障害児相談支援等

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

障 害 児 相 談 支 援 実人 ２２０ ２２２ ２２４

医 療 的 ケ ア 児 支 援

コーディネーターの配置
実施の有無 有 有 有
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＜各サービスの見込量＞

７ 地域生活支援事業

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

理 解 促 進 研 修 ・ 啓 発 事 業 実施の有無 有 有 有

相 談 支 援 事 業

障 害 者 相 談 支 援 事 業 箇所数 ２ ２ ２

基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー 設置の有無 有 有 有

相 談 支 援 機 能 強 化 事 業 実施の有無 有 有 有

成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業 実人 ６ ６ ６

成 年 後 見 制 度 法 人 後 見 支 援 事 業 実施の有無 有 有 有

意 思 疎 通 支 援 事 業

手 話 通 訳 協 力 員 派 遣 事 業 実人 ２５ ２５ ２５

要 約 筆 記 協 力 員 派 遣 事 業 実人 ３０ ３０ ３０

手 話 通 訳 者 設 置 事 業 人 １ １ １

日 常 生 活 用 具 給 付 等 事 業

介 護 ･ 訓 練 支 援 用 具

件

３ ３ ３

自 立 生 活 支 援 用 具 １５ １５ １５

在 宅 療 養 等 支 援 用 具 １１ １１ １１

情 報 ･ 意 思 疎 通 支 援 用 具 １０ １０ １０

排 泄 管 理 支 援 用 具 ２,９４８ ２,９４８ ２,９４８

居宅生活動作補助用具(住宅改修) ３ ３ ３

手 話 奉 仕 員 養 成 研 修 事 業
登録

見込み者数
１ １ １

移 動 支 援 事 業
実人

（時間／年）

１８

（４４４）

１８

（４４４）

１８

（４４４）

地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー 事 業
箇所

（実人）

１

（１０８）

１

（１０８）

１

（１０８）
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＜見込量確保のための方策＞

理解促進研修・啓発事業は、障がいのある人に対する市民の理解や認識を深めることや、共生社

会の実現を目指すためにも、広報紙や講演会の開催等を通じた啓発活動の継続した実施に努めます。

特に、発達障害などの目に見えない障害については、市民理解を進めることが重要であることから、

理解促進・啓発を推進します。

相談支援事業は、障がいのある人やその家族が抱える様々な生活上の問題を解決していくために

は、必要な時に身近な地域で、気軽に相談を受けられる体制づくりが必要となるため、今後も、関

係機関との連携強化を図りながら、事業の継続に努めます。

成年後見制度利用支援事業は、高齢化や核家族化が進行する中で、意思決定の困難な障がいのあ

る人の契約行為や金銭管理や権利擁護の必要性から、相談支援事業所や成年後見支援センターとの

連携により、制度周知や活用の促進に努めます。

意思疎通支援事業及び点字・声の広報等発行は、障がいのある人への情報の保障・提供の重要性

から、ボランティア団体と連携するとともに、点訳・要約筆記・手話奉仕員養成事業を継続して実

施することにより、人材の育成・確保を図ります。

奉仕員養成研修事業（要約筆記）は、令和３年度より休講となっており、再開の目処が立ってい

ないことから、利用見込は無しとしています。

サービス種別 単位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

日 常 生 活 支 援

訪 問 入 浴 サ ー ビ ス 事 業

実人

３ ３ ３

生 活 訓 練 等 事 業 ８ ８ ８

日 中 一 時 支 援 事 業 １８ １８ １８

社 会 参 加 支 援

点

字

・

声

の

広

報

等

発

行

声 の 広 報 む ろ ら ん

実人

１４ １４ １４

視 覚 障 が い 者 情 報 誌 １５ １５ １５

奉
仕
員
養
成
事
業

点 訳 奉 仕 員

実人

８ ８ ８

要 約 筆 記 奉 仕 員 ０ ０ ０
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第

１

章

第

２

章

実

施
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画

第

１

節

第

２

節

第

３

節

第

４

節

計

画

の

達

成

状

況

の

点

検

及

び

評

価

１ 第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の数値目標に対する実績

地域移行者数は、目標値を下回る見込みですが、この要因としては、新型コロナウイルス感染症

の影響による移動等の制限、地域移行を受け入れる施設の状況、生活環境の変化に対する利用者本

人の意向、介護支援や家庭の事情による家族の意向、障害程度の問題等があげられます。

就労移行支援利用者数は目標値を下回る見込みですが、理由としては、一般就労の受け入れ先が

限られていることや、就労継続事業所での就労訓練の長期化等、高等養護学校の一般就労率の向上

が考えられます。

第４節 計画の達成状況の点検及び評価

福祉施設入所者の地域生活への移行

項目
第６期等（令和５年度末）

計画 見込 差

令和元年度末施設入所者数（Ａ） １６２人 －

【目標値】地域移行者数（Ｂ） １０人 ４人 △６人

（Ｂ）/（Ａ） ６.０％ ２.５％ △３.５％

【目標値】減少数（Ｃ） ２０人 １０人 △１０人

（Ｃ）/（Ａ） １２.３％ ６.２％ △６.１％

福祉施設から一般就労への移行等

項目
第６期等（令和５年度末）

計画 見込 差

一般就労移行者数 １７人 １８人 １人

就労移行支援事業における一般就労移行者数 ３人 ２人 △ １人

就労継続支援Ａ型における一般就労移行者数 １人 １人 －

就労継続支援Ｂ型における一般就労移行者数 １５人 １５人 －

就労定着支援事業利用者 １２人 ４人 △ ８人

就労定着率が８０％以上の事業所 １か所 １か所 －
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障害児支援の提供体制の整備等については、目標を達成する見込みです。

障害児支援の提供体制の整備等

計画 実績

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所

及び放課後等デイサービス事業所を確保
令和５年４月より、市内に事業所開設済み

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の

設置及びコーディネーターの配置

令和５年３月に医療的ケア児等コーディネーター養成研修

修了済み



第４節 計画の達成状況の点検及び評価

- 21 -

第

１

章

第

２

章

実

施

計

画

第

１

節

第

２

節

第

３

節

第

４

節

計

画

の

達

成

状

況

の

点

検

及

び

評

価

２ 第６期障害福祉計画･第２期障害児福祉計画の障害福祉サービス等の見込量に対する実績

生活介護は、概ね計画通り推移している一方で、就労継続支援（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）

は計画を下回っており、高等養護学校の一般就労率の上昇や事業所の減などの要因が考えられます。

療養介護については、施設の空き状況や医療的ケアの提供可否等の関係で、計画を上回っていま

す。

日中活動系サービス

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

療 養 介 護 人／月
計画 １５ １５ １５

実績 １５ １７ １８

生 活 介 護
人／月

（人日／月）

計画
２８１

（５,７８９）

２８１

（５,７８９）

２８１

（５,７８９）

実績
２８２

（５,７５５）

２８２

（５,６４７）

２７７

（５,７０６）

自立訓練（機能訓練）
人／月

（人日／月）

計画
０

（０）

０

（０）

０

（０）

実績
０

（０）

０

（０）

０

（０）

自立訓練（生活訓練）
人／月

（人日／月）

計画
６

（９２）

６

（９２）

２

（３１）

実績
５

（８３）

６

（９８）

３

（３９）

就 労 移 行 支 援
人／月

（人日／月）

計画
４

（６８）

３

（５１）

３

（５１）

実績
４

（６８）

３

（５０）

４

（７０）

就労継続支援（Ａ型）
人／月

（人日／月）

計画
２１

（４０４）

２１

（４０４）

２１

（４０４）

実績
１６

（２９８）

１５

（２９０）

１５

（２９５）

就労継続支援（Ｂ型）
人／月

（人日／月）

計画
３５６

（６,４０８）

３５９

（６,４６２）

３６５

（６,５７０）

実績
３１９

（５,７５５）

３４０

（５,８８０）

３４５

（６,１２６）

就 労 定 着 支 援 人／月
計画 ３ ８ １２

実績 ３ ５ ６

短期入所（福祉型）

＜ショートステイ＞

人／月

（人日／月）

計画
１０

（４８）

１０

（４８）

１０

（４８）

実績
８

（３９）

８

（３９）

１２

（４２）
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「第４節 計画の達成状況の点検及び評価」の「第６期障害福祉計画の数値目標に対する実績」

における「１ 福祉施設入所者の地域生活への移行」のとおり、施設入所支援については、福祉施

設からの地域移行者が見込みよりも減となっていること等から、計画を下回っています。

共同生活援助（グループホーム）については、第６期等計画の期間中から新たなサービス提供事

業者の参入や定員の拡充により、利用者数、整備見込量ともに計画を上回っています。

自立生活援助については第６期等計画の期間中に提供事業所がありませんでした。

居住系サービス

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

共 同 生 活 援 助

＜グループホーム＞
人／月

計画 ２０７ ２０９ ２１６

実績 ２０９ ２１４ ２２７

グ ル ー プ ホ ー ム

市 内 整 備 見 込 量
定員数（人）

計画 ９９ ９９ １０４

実績 ９８ １０６ １２８

自立訓練（宿泊型） 人／月

計画 ７ ６ ２

実績 ７ ９ ６

施 設 入 所 支 援 人／月

計画 １５３ １４７ １４２

実績 １６１ １５５ １５２

自 立 生 活 援 助

人／月 計画 ０ ２ ２

人／月 実績 ０ ０ ０
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訪問系サービスについては、高齢化による介護保険制度への移行、給付の適正化等により利用人

数・時間ともに実績は計画を下回る見込みです。

相談支援の各サービスについては、ほぼ計画どおりに推移しています。

訪問系サービス

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

居 宅 介 護

人／月

（時間／月)

計画
１３３

（２,３７９）

１３２

（２,３５６）

１３１

（２,３３３）重 度 訪 問 介 護

行 動 援 護

実績
１４４

（２,２８１）

１３８

（２,１０９）

１２７

（１,９２１）

重 度 障 害 者 等

包 括 支 援

同 行 援 護

相談支援

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

計 画 相 談 支 援 実人
計画 ９０１ ９０５ ９１０

実績 ９０４ ８９２ ８９４

地 域 移 行 支 援 実人
計画 ２ ２ ２

実績 ４ ４ ４

地 域 定 着 支 援 実人
計画 １３ １５ １７

実績 １４ １８ ２０
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児童発達支援については、新型コロナウイルス感染予防のため一部事業所がサービス提供を中

止していた期間があることの影響を受け、利用人数が計画を下回りました。

しかし、放課後等デイサービスについては、第６期等計画の期間中に市内及び近隣市での新規

事業所の開設が続き、受け入れ体制が強化されたことから、利用人数・日数ともに計画を大幅に

上回っています。

保育所等訪問支援については、近隣市での新規事業所の開設により、受け入れ体制が強化され

たことから、利用人数が計画を上回る見込みです。

居宅訪問型児童発達支援については第６期等計画の期間中に提供事業所がありませんでした。

障害児通所支援

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

児 童 発 達 支 援
人／月

（人日／月）

計画
１０６

（５５９）

１０６

（５５９）

１０６

（５５９）

実績
８８

（３４７）

９７

（４９１）

９６

（５４９）

放 課 後 等

デ イ サ ー ビ ス

人／月

（人日／月）

計画
７８

（８９７）

８０

（９２０）

８１

（９３２）

実績
８６

（９３０）

８５

（９２１）

９０

（１,１４０）

保 育 所 等 訪 問 支 援
人／月

（人日／月）

計画
１５

（２３）

１５

（２３）

１５

（２３）

実績
２４

（３６）

２４

（３３）

１８

（２２）

居 宅 訪 問 型

児 童 発 達 支 援

人／月

（人日／月）

計画
１

（３）

１

（３）

１

（３）

実績
０

（０）

０

（０）

０

（０）
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障害児通所支援の利用が計画を上回ったことにより、障害児相談支援についても同様に計画を上

回っています。

障害児相談支援

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

障 害 児 相 談 支 援 実人
計画 １９９ ２０１ ２０２

実績 １９８ ２０６ ２０４

医 療 的 ケ ア 児 支 援

コーディネーターの配置
実施の有無

計画 無 無 有

実績 無 有 有
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地域生活支援事業

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

理解促進研修・啓発事業 実施の有無
計画 有 有 有

実績 有 有 有

相 談 支 援 事 業

障 害 者 相 談 支 援 事 業 箇所数
計画 ２ ２ ２

実績 ２ ２ ２

基幹相談支援センター 設置の有無
計画 有 有 有

実績 有 有 有

相談支援機能強化事業 実施の有無
計画 有 有 有

実績 有 有 有

成年後見制度利用支援事業 実人
計画 ６ ６ ７

実績 ６ ３ ６

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無
計画 有 有 有

実績 有 有 有

意 思 疎 通 支 援 事 業

手話通訳協力員派遣事業 実人
計画 ３２ ３２ ３２

実績 ２２ ２４ ２５

要約筆記協力員派遣事業 実人
計画 ３１ ３１ ３１

実績 １９ ２３ ３０

手 話 通 訳 者 設 置 事 業 人
計画 １ １ １

実績 １ １ １

日常生活用具給付等事業

介 護 ･ 訓 練 支 援 用 具

件

計画 ４ ４ ４

実績 ４ ２ ３

自 立 生 活 支 援 用 具
計画 ２４ ２４ ２４

実績 １４ １８ １５

在 宅 療 養 等 支 援 用 具
計画 １２ １２ １２

実績 １５ ９ １１

情報･意思疎通支援用具
計画 ２１ ２１ ２１

実績 ６ １０ １０

排 泄 管 理 支 援 用 具
計画 ２,８２３ ２,８８５ ２,９４７

実績 ３,１１４ ２,９２２ ２,９４８

居 宅 生 活 動 作 補 助 用 具

( 住 宅 改 修 )

計画 １ １ １

実績 ３ ２ ３
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奉仕員養成事業（要約筆記）については、令和３年度より休講となっていることから、利用者

無しとなっています。

意思疎通支援事業については、新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントが中止になっ

たことから、計画を下回っています。

サービス種別 単位 区分

第６期等

Ｒ３ Ｒ４
Ｒ５

（見込）

手話奉仕員養成研修事業
登 録

見込者数

計画 １ １ １

実績 ０ １ ２

移 動 支 援 事 業
実人

（時間／年）

計画
２２

（８０７）

２２

（８０７）

２２

（８０７）

実績
１９

（４０８）

２１

（４５１）

１８

（４４４）

地域活動支援センター事業
箇所

（実人）

計画
１

（１２７）

１

（１２７）

１

（１２７）

実績
１

（１０７）

１

（１１３）

１

（１０８）

日 常 生 活 支 援

訪問入浴サービス事業 実人
計画 ３ ３ ３

実績 ５ ３ ３

生 活 訓 練 等 事 業 実人
計画 ８ ８ ８

実績 ８ ８ ８

日 中 一 時 支 援 事 業 実人
計画 ２９ ２９ ２９

実績 １８ １４ １８

社 会 参 加 支 援

点
字
・
声
の
広
報
等
発
行

声の広報むろらん

実人

計画 １６ １６ １６

実績 １５ １４ １４

視覚障がい者情報誌

計画 １８ １８ １８

実績 １５ １５ １５

奉
仕
員
養
成
事
業

点 訳 奉 仕 員

実人

計画 ７ ７ ７

実績 １１ ５ ８

要 約 筆 記 奉 仕員
計画 １１ １１ １１

実績 ０ ０ ０
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